
第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

本章では、多摩・島しょ地域39自治体に実施したアンケート調査の結果を分析する。

まず、AI・RPA活用の前提条件や指標となる「行政の情報化」・「データ活用」に

関する現状を分析する。

次に、「AI・RPAの活用可能性」を分析するため、現状・意向等を把握する。

最後に、アンケート調査の結果から、今後AI・RPAの活用を検討する際のハード

ルを整理する。

第 ４章　�多摩・島しょ地域自治体における�
AI・RPA活用に向けた現状
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

第 １節　多摩・島しょ地域自治体アンケート調査の概要

《ポイント》
4　�多摩・島しょ地域自治体のAI・RPA活用の取組状況や課題を把握するため、全

39自治体を対象にアンケート調査を実施した

１ ．アンケート調査の概要

多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用の取組状況や課題を把握するため、全39

自治体を対象にアンケート調査を実施した（図表 １ － 9 参照・再掲）。

なおアンケート内容は、以下の ２ 種類で構成されている。

（ 1）行政の情報化・データ活用に関するアンケート調査

行政の情報化・データ活用の状況を把握するために、総務省が実施した以下の既存調査に

ついて、改めて多摩・島しょ地域39自治体にアンケート調査を行った。

さらに、全国の自治体との比較を行いながら現状を把握した。

（ 2）AI・RPAの活用可能性に関するアンケート調査

AI・RPAに関する取組状況や活用したい業務用途、期待する役割、導入する際の前提条

件などを質問し、多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPAの活用可能性を調査した。

なお、アンケート票の作成にあたっては、事前に多摩・島しょ地域の ３ 自治体にヒアリン

グ調査を行い現状把握した上で、質問内容や選択肢を設定した。

・地方公共団体における行政情報化の推進状況調査（2017年度）

・地域における ICT 利活用の現状に関する調査研究（2016年度）

総務省が実施した既存調査

8282



第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

（再掲）図表 １－ 9　アンケート調査概要

調査名：
　「AI社会の到来における基礎自治体に関する調査研究(※)」アンケート調査

目的：
多摩・島しょ地域自治体における情報化・データ活用の状況及びAI・RPA活用の取組状況や課題等
を把握する

調査内容：
　①行政の情報化・データ活用に関するアンケート調査（以下の既存調査を含む）
　　　・総務省「地方公共団体における行政情報化の推進状況調査」 (2017年度)
　　　・総務省「地域における ICT 利活用の現状に関する調査研究」（2016年度）
　②AI・RPAの活用可能性に関するアンケート調査

調査方法：
　・ 調査対象　：　東京都多摩・島しょ地域の基礎自治体（全39自治体）
　・ 実施時期　：　2018年 7 月31日から 8月24日まで
　・ 調査手法　：　�各自治体の企画担当課を通じて、企画担当課・情報システム担当課にアンケート

票を配布・回収
　・ 有効回答数：　39（回収率：100％）

※「AI社会の到来における基礎自治体に関する調査研究」はアンケート送付時点の調査研究名称。
　  現在は「基礎自治体におけるAI・RPA活用に関する調査研究」へ名称を変更している。
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

第 2節　行政情報化・データ活用の取組状況

《ポイント》
4　�「行政の情報化」では、人材育成の取組や、オンラインシステムの導入に力を入

れている

4　�「データ活用」では、公共データ・ビッグデータ活用の取組は一部にとどまり、

ビッグデータに対する理解不足や不十分な推進体制が課題となっている

4　�業務内容をデジタル化（電子データ化）する取組に抵抗感は少ないが、AI・

RPAのような新技術については具体的なイメージやメリットが湧かず、取組が

進まないことが想定される

１ ．アンケート調査の目的

本節では、多摩・島しょ地域自治体における行政の情報化・データ活用の取組状況を分析

する。その上で、行政の情報化・データ活用の特徴やAI・RPAの検討に際してのハードル

を整理する。

なお、行政の情報化・データ活用の取組状況を把握した目的は、以下のとおりである。

AI・RPA活用の前提条件や指標を把握するため、「行政の情報化」・「データ活用」の

取組状況を調査した。

目的
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

２ ．アンケート調査項目

調査項目としては、「行政の情報化」では業務内容をデジタル化（電子データ化）する取組

を把握し、「データ活用」では既存のデータを業務に活用する取組を把握した。

具体的なアンケート項目は、以下のとおりである。

【行政の情報化】

（ 1）情報化に関する人材育成の状況

（ 2）申請・届出等手続きをオンライン化するためのシステムの導入状況

（ 3）オンラインシステムの共同利用の状況

【データ活用】

（ 4）公共データ活用の取組状況

（ 5）ビッグデータ活用の取組状況

（ 6）ビッグデータについて取組を進める上での課題

アンケート項目
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

3 ．アンケート結果

（ 1）情報化に関する人材育成の状況

「①職員に対し、情報化研修を実施している」、「③部外の情報化研修に職員を派遣し

ている」などを中心に、情報化に関する人材育成を進めている（図表 ４ － １ 参照）

図表 ４－ １　情報化に関する人材育成の状況

「①職員に対し、情報化研修を実施している」は約 ８ 割の自治体が、「③部外の情報化

研修に職員を派遣している」は ６ 割以上の自治体が取組を行っている

情報化に関する人材育成の取組は、多摩・島しょ地域自治体では全国の自治体に比べ、全

般的に取組が進んでいた。また、「⑤業務担当部門と情報主管課の人事交流を積極的に推進

している」（31％）ことも特徴的である。
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

（ 2）申請・届出等手続きをオンライン化するためのシステムの導入状況

申請・届出等手続きのオンライン化システムの導入が進んでいる（図表 ４ － ２ 参照）

図表 ４－ ２　申請・届出等手続きをオンライン化するためのシステムの導入状況

申請・届出等手続きのオンライン化システムを「①導入済み」の自治体は、約 ８ 割で

ある

申請・届出等手続きのオンライン化システムを「①導入済み」の自治体が、全国では61％

だが、多摩・島しょ地域自治体では77％である。
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

（ 3）オンラインシステムの共同利用の状況

電子入札システムの分野で、オンラインシステムの共同利用が進んでいる（図表 

４ － ３ 参照）

図表 ４－ ３　オンラインシステムの共同利用の状況

「①公共事業にかかる電子入札システム」は約 ８ 割の自治体が、「②物品調達（非公共

事業）にかかる電子入札システム」は約 ６ 割の自治体が取組を行っている

オンラインシステムの共同利用については、電子入札システムの分野で全国自治体に比べ

て、取組状況が大きく進んでいた。
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

（ 4）公共データ活用の取組状況

公共データ活用の取組は一部にとどまる（図表 ４ － ４ 参照）

図表 ４－ 4　公共データ活用の取組状況

「①現時点で取組を実施している」と「②取組を進める方向で具体的に検討している」

自治体は、合計で約 ２ 割にとどまる

「③関心はあるが、特段の取組は行っていない」と回答した自治体の割合は約 ５ 割と

半数を超える

多摩・島しょ地域自治体における公共データ18活用は、「③関心はあるが、特段の取組は行っ

ていない」を選択した自治体が55%であり、関心は高いが実際の取組を行うことが難しいこ

とが推測される。

18　公共データとは「地方自治体が自ら保有するさまざまな分野（住民情報、防災情報、公共施設情報、地図情報、観光情報、
各種統計など）のデータのことで、公共データを組み合わせて分野横断的に利活用（「公共データ利活用」）すること
により、きめ細やかな行政サービスの提供、機動的かつ効果的な政策立案等を実現することが可能になる。」（出典：
総務省（2016）「地域における ICT 利活用の現状に関する調査研究（2016年度）」）
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

（ 5）ビッグデータ活用の取組状況

ビッグデータ活用の取組は一部にとどまる（図表 ４ － ５ 参照）

図表 ４－ 5　ビッグデータ活用の取組状況

「①既に取組を推進している」と「②取組を進める方向で、具体的に検討している」

自治体は、合計で約 ２ 割にとどまる

「④関心はあるが、特段の取組は行っていない」と回答した自治体の割合は約 ６ 割と

半数を超える

多摩・島しょ地域自治体における公共データを含む、ビッグデータ19活用の取組について

は、「④関心はあるが、特段の取組は行っていない」と回答した自治体が59%である。

前述の「（ 4 ）公共データ活用の取組状況」の結果と併せて考えると、多摩・島しょ地域自

治体は、データ活用に関心を持ちつつも具体的な取組まで至らない自治体が多いことが分か

る。

19　総務省（2016）「地域における ICT 利活用の現状に関する調査研究（2016年度）」では、ビッグデータを「民間企業
や行政が保有する大量かつ多種多様なデータのことで、その分析・活用によって、利用者個々のニーズに即したサー
ビスの提供、業務運営の効率化等が可能になる」と定義している。なお、詳しい説明は、本編巻末の「用語集」を参
照のこと。
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

（ 6）ビッグデータについて取組を進める上での課題

「ビッグデータに対する理解不足」や「不十分な推進体制」が課題となっている（図

表 ４ － ６ 参照）

図表 ４－ ６　ビッグデータについて取組を進める、又は今後取組を進める上での課題

「①具体的な利用イメージが明確でない」は約 ７ 割の自治体が、「②効果・メリットが

明確でない」と、「⑤庁内推進体制が不十分」は約 ６ 割の自治体が課題と考えている
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

ビッグデータについて取組を進める上での課題は、多摩・島しょ地域自治体と全国自治体

の結果に大きな差はなかった。

具体的には、いずれも「①具体的な利用イメージが明確でない」や「②効果・メリットが

明確でない」などの「ビッグデータに対する理解不足」と、「⑤庁内推進体制が不十分」といっ

た「不十分な推進体制」を課題として認識している。
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

4 ．行政の情報化・データ活用に関するアンケート結果（まとめ）

（ 1）行政の情報化・データ活用の特徴

本節では、AI・RPA活用の前提条件や指標を把握するため、「行政の情報化」・「データ活用」

のアンケート結果を整理した。その結果、多摩・島しょ地域自治体では以下の特徴がみられた。

（ 2）AI・RPAの検討に際してのハードル

多摩・島しょ地域自治体の「行政の情報化」・「データ活用」の特徴を、全国自治体の状況

と比較すると、業務内容をデジタル化（電子データ化）するための「行政の情報化」の取組

は比較的進んでいた。

また、既存のデータを業務に活用する「データ活用」は低い水準であった。

以上のように全国自治体の状況も踏まえつつ、多摩・島しょ地域自治体では、AI・RPA

の検討に際して以下のハードルが挙げられる。

・�「行政の情報化」では、人材育成の取組（p.86）や、オンラインシステムの導入（pp.87-88）

に力を入れている。

・�「データ活用」では、公共データ・ビッグデータ活用の取組は一部にとどまり（pp.89-90）、

ビッグデータに対する理解不足や不十分な推進体制が課題となっている（p.91）。

行政の情報化・データ活用の特徴

・�AI・RPAを活用する際に、業務内容をデジタル化（電子データ化）する取組に抵抗感

は少ない。

・�「ビッグデータに対する理解不足」と「不十分な推進体制」が課題となっている。その

ため、AI・RPAのような新技術についても具体的なイメージやメリットが湧かず、取

組が進まないことが想定される。

検討に際してのハードル
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

第 ３節　AI・RPAの活用可能性に関する取組状況

《ポイント》
4　�AI・RPAの活用には、多くの自治体が関心を持つも、実際に取り組む自治体は

少ない

4　�AI・RPAを活用したい業務用途については、「会見や会議録をテキスト化する／

要約する」、「事業所から送付される申請データを自動的にシステム上へ登録す

る」、「災害時にリアルタイムにハザードマップを作成する」が多い

4　�AI・RPAを活用する際の懸念は、「システムのエラーや誤処理」、「個人情報への

配慮」である

4　�AI・RPAを導入する際には、「費用対効果の明確化」が前提条件として最も重視

される

１ ．アンケート調査の目的

本節では、多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPAの活用可能性を分析するため、現状・

意向等を把握する。その上で、AI・RPAの活用可能性の特徴や、AI・RPAの検討に際して

のハードルを整理する。

アンケート調査では、実際にAI・RPAを活用している自治体が少ないことが想定された

ため、第 ３ 章第 ２ 節「２.自治体におけるAI・RPAの取組事例」一覧（pp.43-48）の一部を参

考資料として示した。そのことで、具体的な活用イメージを持って回答してもらえるよう、

アンケート票を作成した。

AI・RPAの具体的な活用イメージを与えた上で、多摩・島しょ地域自治体での「活

用可能性」を整理・分析する。

目的
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

2 ．アンケート調査項目

調査項目としては、AI・RPAに関する取組状況や活用したい業務用途、期待する役割、

導入する際の前提条件など質問した。

具体的なアンケート項目は、以下のとおりである。

（ 1）AI・RPAの取組状況

（ 2）AI・RPAを活用したい業務用途(※)

（ 3 ）AI・RPAに期待する役割

（ 4）AI・RPAへの懸念

（ 5）情報システム導入時の情報システム担当課の関与

（ 6）情報システム、AI・RPAを導入する際の前提条件

※「AI・RPAを活用したい業務用途」として活用意向を確認した15項目（業務）は、以下から作成している。
・第３章第２節「２.自治体におけるAI・RPAの取組事例」（pp.43-48）の一部（13業務）
・第３章第３節「２.民間企業におけるAI・RPAの取組事例」（pp.52-53）の一部（２業務）
　抽出方法については、後述する第5章「第２節　自治体で活用可能なユースケース」（pp.110-114）に記載している。

アンケート項目
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

3 ．アンケート結果

（ 1）AI・RPAの取組状況

AI・RPAの活用には、多くの自治体が関心を持つも、実際に取り組む自治体は少な

い（図表 ４ － ７ 参照）

図表 ４－ ７　AI・RPAの取組状況

８ 割の自治体が「①活用済・検討中」、「②未検討（活用意向有）」と回答し、AI・

RPAに関心を示している。一方、具体的に取組・検討をしている「①活用済・検討中」

の自治体は、約 ２ 割にとどまる

多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPAの取組状況は、「①活用済・検討中」の自治体

は18％で、「②未検討（活用意向有）」は62％であった。

この結果から、多摩・島しょ地域では、AI・RPAの活用に多くの自治体が関心を持って

いるが、実際に取り組んでいる自治体は少ないことが分かる。
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

（ 2）AI・RPAを活用したい業務用途

「⑭会見や会議録をテキスト化する／要約する」、「④事業所から送付される申請デー

タを自動的にシステム上へ登録する」、「⑤災害時にリアルタイムにハザードマップを

作成する」といった用途に関心を示す自治体が多い（図表 ４ － ８ 参照）

図表 ４－ ８　AI・RPAを活用したい業務用途
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

「⑭会見や会議録をテキスト化する／要約する」は約 ７ 割の自治体が、「④事業所から

送付される申請データを自動的にシステム上へ登録する」は約 ６ 割の自治体が、「⑤災

害時にリアルタイムにハザードマップを作成する」は約 ５ 割の自治体が関心を持つ

多摩・島しょ地域自治体において、半数以上の自治体が活用意向を示した業務用途は「⑭

会見や会議録をテキスト化する／要約する」、「④事業所から送付される申請データを自動的

にシステム上へ登録する」、「⑤災害時にリアルタイムにハザードマップを作成する」であっ

た。
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

（ 3）AI・RPAに期待する役割

「業務生産性の向上×自動化」が、AI・RPAに期待する役割として注目されている（図

表 ４ － ９ 参照）

図表 ４－ ９　AI・RPAに期待する役割

AI・RPAに期待する役割として、約 8 割の自治体が「業務生産性の向上×自動化」を

選択した。一方、「住民サービスの向上×高度化」を選択した自治体は、 2 割にとどまる

AI・RPAは、第 ２ 章第 ４ 節「３.自治体がAI・RPAを活用する意義」（pp.37-38）で述べたように、

「自動化」・「高度化」により、「業務生産性の向上」・「住民サービスの向上」の役割を担うこ

とができる。そのため、自治体がAI・RPAを活用する意義は、図表 ４ － ９ の「業務生産性

の向上」・「住民サービスの向上」×「自動化」・「高度化」の ４ 分類で整理できる。

多摩・島しょ地域自治体では、AI・RPAに期待する役割として、「業務生産性の向上×自

動化」を79％の自治体が回答している。次に「住民サービスの向上×自動化」で49％の自治

体が、 ３ 番目に「業務生産性の向上×高度化」で46％の自治体が、最後に「住民サービスの

向上×高度化」が21％の自治体が選択している。

このことから、多摩・島しょ地域自治体では「業務生産性の向上×自動化」の役割に大き

な期待を寄せていることが分かった。
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

（ 4）AI・RPAへの懸念

AI・RPAを活用する際の懸念は、システムのエラーや誤処理、個人情報への配慮で

ある（図表 ４ －10参照）

図表 ４－10　AI・RPAへの懸念

「①システムのエラーによる制御不能」は約 ８ 割、「②システムの誤処理」は ９ 割、「③

個人情報への配慮」は約 ７ 割の自治体が選択している

多摩・島しょ地域自治体では、AI・RPAを活用する際に「①システムのエラーによる制

御不能」（77％）や「②システムの誤処理」（90％）、「③個人情報への配慮」（69％）を懸念し

ている。

一方、「④職員の仕事の喪失」を回答した自治体は ０ ％であった。本アンケート項目の回

答者が情報システム担当課であることを考慮すると、漠然とAI・RPAが仕事を奪うといっ

た一般的なイメージを持たなかったことや、職員の業務負担が増大している等の現状から、

仕事の喪失という懸念を持たなかったことが推測される。
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

（ 5）情報システム導入時の情報システム担当課の関与

情報システム担当課の関与として最も多いのは、「②原課によるシステム導入案の検

討過程で助言を行う」ことである（図表 ４ －11参照）

図表 ４－11　情報システム導入時の情報システム担当課の関与

情報システム導入時に、情報システム担当課が「②原課によるシステム導入案の検討

過程で助言を行う」と回答した自治体は約 ６ 割である

AI・RPAの導入がどのようなプロセス・体制で進められるかを把握するために、これま

での情報システム導入時における、情報システム担当課と原課（現場の担当課）の役割分担

を確認した。

その結果、59％の自治体が「②原課によるシステム導入案の検討過程で助言を行う」と回

答した。
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

（ 6）情報システム、AI・RPAを導入する際の前提条件

AI・RPAを導入する際には、「費用対効果の明確化」が最も重視される（図表 ４ －12

参照）

図表 ４－12　情報システム、AI・RPAを導入する際の前提条件

情報システム、AI・RPAを導入する際の前提条件として、「費用対効果の明確化」を選

択する割合が最も多かった（情報システムは約 ９ 割、AI・RPAは約 ７ 割）
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

AI・RPAを導入する際の前提条件として、多摩・島しょ地域自治体が重視する項目を確

認した。そのために、従来の情報システム導入時とAI・RPA導入時に分け、違いがないか

を併せて分析した。

その結果、共通して「費用対効果の明確化」を回答する自治体が最も多かった（情報シス

テムは87％、AI・RPAは74％）。また、AI・RPAを導入する際の前提条件では「①国や都

道府県からの導入方針」（49％）、「⑥事前の業務改革・業務見直し」（44％）も重視する傾向

があった。
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

4 ．AI・RPAの活用可能性に関するアンケート結果（まとめ）

（ 1）AI・RPAの活用可能性の特徴

本節では、AI・RPAの活用可能性を分析するために、アンケート結果を整理した。その結果、

多摩・島しょ地域自治体では以下の特徴がみられた。

（ 2）AI・RPAの検討に際してのハードル

さらにアンケート結果から、AI・RPAの検討に際し自治体が直面しているハードルとして、

以下が挙げられる。

全体的な傾向としては、「費用対効果の明確化」など従来の情報システム導入時と同じ考

え方で、AI・RPAを検討することが分かった。また、AI・RPAは新しい技術であるため、「シ

ステムのエラーや誤処理」・「個人情報への配慮」といった運用面・情報セキュリティ面を心

配する自治体が多かった。

・�AI・RPAを活用したい業務用途については、「会見や会議録をテキスト化する／要約

する」、「事業所から送付される申請データを自動的にシステム上へ登録する」、「災害

時にリアルタイムにハザードマップを作成する」が多い（p.97）。

・�AI・RPAに期待する役割として、「業務生産性の向上×自動化」が注目されている（p.99）。

・�情報システム担当課の関与として最も多いのは、システム導入案の検討過程で助言を

行うことである（p.101）。

AI・RPAの活用可能性の特徴

・�AI・RPAの活用には、多くの自治体が関心を持つも、実際に取り組む自治体は少ない

（p.96）。

・�AI・RPAを活用する際の懸念は、「システムのエラーや誤処理」、「個人情報への配慮」

である（p.100）。

・AI・RPAを導入する際には、「費用対効果の明確化」が最も重視される（p.102）。

検討に際してのハードル
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

第 ４節　AI・RPAの検討に際してのハードル

《ポイント》
4　�AI・RPAの検討に際してのハードルとして、「AI・RPAの利用イメージの希薄さ」、

「検討・推進体制の懸念」、「費用対効果の明確化」、「システムのエラーや誤処理

の懸念」、「個人情報への配慮」がある。

１ ．検討に際してのハードル（アンケート結果から抽出）

第 ２ 節「４.行政の情報化・データ活用に関するアンケート結果（まとめ）」（p.93）と、第

３ 節「４.AI・RPAの活用可能性に関するアンケート結果（まとめ）」（p.104）から、多摩・島

しょ地域自治体におけるAI・RPAの検討に際してのハードルを、以下のとおりまとめた。

①「関心はあるが取組が少ない」

　　�「AI・RPAの活用には、多くの自治体が関心を持つも、実際に取り組む自治体は少

ない。」という状況より抽出。

②「データ活用に対する理解不足」

　　「ビッグデータに対する理解不足が課題となっている。」という状況より抽出。

③「データ活用の体制を懸念」

　　「不十分な推進体制が課題となっている。」という状況より抽出。

④「費用対効果の明確化が前提条件」

　　�「AI・RPAを導入する際には、費用対効果の明確化が最も重視される。」という状況

より抽出。

⑤「システムエラーや誤処理を懸念」

　　�「AI・RPAを活用する際の懸念は、システムのエラーや誤処理である。」という状況

より抽出。

⑥「個人情報の扱いを懸念」

　　「AI・RPAを活用する際の懸念は、個人情報への配慮である。」という状況より抽出。

検討に際してのハードル（アンケート結果から抽出）
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第４章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状

2 ．検討に際してのハードル（共通課題）

以上の「検討に際してのハードル」（アンケート結果から抽出）から、今後AI・RPAの活

用を検討する際のハードル（共通課題）として整理したものが、図表 ４ －13である。

図表 ４－13　AI・RPAの検討に際してのハードル

以上から、AI・RPAの検討に際してのハードル（共通課題）として、「AI・RPAの利用イメー

ジの希薄さ」、「検討・推進体制の懸念」、「費用対効果の明確化」、「システムのエラーや誤処

理の懸念」、「個人情報への配慮」が挙げられた。

これらの検討に際してのハードル（共通課題）を乗り越えることができれば、多摩・島しょ

地域自治体においてもAI・RPAの活用が広がる可能性があるといえる。
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

本章では、前章までの調査結果を踏まえて、多摩・島しょ地域自治体がAI・RPA

をどのように捉え、どう活用すべきかを示す。

さらに、活用するための課題・進め方を整理し、最後にAI・RPA活用後の自治体

への影響と職員の将来像を提言する。

第 ５章　�多摩・島しょ地域自治体は�
AI・RPAをどう活用すべきか
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

第 １節　本章の構成・概要

《ポイント》
4　�多摩・島しょ地域自治体がAI・RPAをどう活用すべきかを説明するために、前

章までの調査結果を踏まえた、本章の構成と概要を示す

本章では、前章までの調査結果を踏まえて、多摩・島しょ地域自治体がAI・RPAをどの

ように捉え、どう活用すべきかを説明する。さらに、活用するための課題・進め方を整理し、

最後にAI・RPA活用後の自治体への影響と職員の将来像を提言する。

まず全体像を把握するために、本章の構成と概要を示す。

第 ２節では、「第 ３ 章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況」で整理した自治体と

民間企業の取組事例から、自治体で活用可能なAI・RPAの「ユースケース」を抽出する。

第 ３節では、多摩・島しょ地域の行政課題に対する、「AI・RPAの活用可能性」を検討する。

その上で、多摩・島しょ地域自治体において「AI・RPAを活用する意義」、「活用の方向性」

を説明する。

第 ４節では、「有識者ヒアリング」と先行自治体の「導入時の取組と工夫」等をもとにまと

めた、「AI・RPA活用の課題」と「進め方」を示す。また、「AI・RPA特有の留意点」も解説する。

第 ５節では、「AI・RPA活用後の自治体への影響と職員の将来像」を提言する。

以上の本章の構成・概要をまとめたものが、図表 ５ － １ である。
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

図表 ５－ １　第 ５章の構成・概要
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

第 ２節　自治体で活用可能なユースケース

《ポイント》
4　�自治体と民間企業の取組事例からユースケースを抽出した

4　�抽出したユースケースは、自治体で活用可能なAI・RPAの技術を網羅している

１ ．抽出目的

本節では、多摩・島しょ地域自治体における「AI・RPAの活用可能性」を検討する前に、

第 ３ 章第 ２ 節「２.自治体におけるAI・RPAの取組事例」（pp.43-48）と第 ３ 章第 ３ 節「２.民間

企業におけるAI・RPAの取組事例」（pp.52-53）から、自治体で活用可能なAI・RPAのユー

スケースを抽出した。

なお、ユースケースを抽出した目的は、以下のとおりである。

2 ．自治体の取組事例からの抽出

（ 1）抽出方法

第 ３ 章第 ２ 節「２.自治体におけるAI・RPAの取組事例」（pp.43-48）から、ユースケースを

抽出する。

抽出にあたっては、以下の点を考慮した。

・�AI・RPAは自治体で活用が始まったばかりである。そのため、具体的な取組事例は特

定の政策分野・業務分野に限定されている。

・�しかし、AI・RPAの先端技術は進化し、様々な政策分野・業務分野に広がっていくこ

とが想定される。そのため、自治体でAI・RPAの活用を検討する際にも、特定の政策

分野・業務分野に限定せずに検討すべきである。

・�以上から、本報告書では取組事例でまとめず、自治体と民間企業の取組事例を技術ご

とにユースケースとして抽象化し、「AI・RPAの活用可能性」を判断する。

ユースケースの抽出目的
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

（ 2）抽出結果

第 ３ 章第 ２ 節「２.自治体におけるAI・RPAの取組事例」（pp.43-48）から、ユースケースを

13件抽出した（図表 ５ － ２ 参照）。なお13件の内訳は、ヒアリング調査を行った先行自治体

から ６ 件（下線の自治体）、ウェブ・文献調査の自治体から ７ 件抽出した。

図表 ５－ ２　ユースケースの抽出（自治体）

No ユースケース 技術 概要 自治体名 分類

①
音声データをテキスト
データに変換／テキス
トデータの要約

音声認識
音声データをテキス
トデータに変換

東京都港区、東京都奥多摩町、滋賀
県、大阪府

AI

要約
テキストデータの要
約

徳島県

②
（住民等からの）問合
せに自動で回答

チャットボット

（住民等からの）問合
せに自動で回答（専
用アプリ・LINE・ロ
ボット等）

東京都港区、焼津市、熊本県、佐賀
市、｢ごみサク｣利用自治体、墨田
区、横浜市、福岡市、豊橋市、神戸
市、宇都宮市、京都府南山城村、姫
路市、徳島県、札幌市、東京都渋谷
区、｢AIスタッフ｣利用自治体、郡山
市、長浜市、尼崎市、三田市､丹波市、
北九州市、埼玉県、東京都

③
イベント時の人数の計
測・人出の予測

データ解析
イベント時の人数の
計測・人出の予測

警視庁

④
災害発生を検知し、避
難誘導活動支援

データ解析
災害発生を検知し、
避難誘導活動支援

札幌市

⑤
河川の水位を予測（ハ
ザードマップの災害時
作成支援など）

データ解析
AIによる解析を行い、
河川の水位を予測

八王子市

・実証実験又は現場で活用されていること

・AI・RPAの代表的な技術を幅広くカバーしていること

・AI・RPAの利用者が「自治体職員」と「住民」でバランスがとれていること

抽出方法
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

No ユースケース 技術 概要 自治体名 分類

⑥
（住民・事業者からの）
申請内容の審査

最適解表示
（住民・事業者から
の）申請内容の審査

東京都北区

AI

⑦
要介護者のケアプラン
の作成支援

最適解表示
要介護者のケアプラ
ンの作成支援

愛知県豊橋市、茨城県

⑧
判断に必要な情報を提
示（戸籍業務など）

最適解表示
判断に必要な情報を
提示（戸籍業務など）

大阪市、大阪府泉大津市

⑨
保育所入園を自動で割
り振り

マッチング
保育所入園を自動で
割り振り

さいたま市

⑩
移住・定住希望者への
移住・定住地域の提案

マッチング
移住・定住希望者へ
の移住・定住地域の
提案

糸島市

⑪
認知症の帰宅困難者等
の捜索

画像分析
認知症の帰宅困難者
等の捜索

町田市

⑫
道路の損傷個所等の把
握

画像分析
道路の損傷個所等の
把握

千葉市ほか、豊橋市

⑬
（入力・転記等の）作
業の自動化

RPA
（入力・転記等の）作
業の自動化

仙台市、茨城県つくば市、笠間市、
東京都港区、鎌倉市、奈良市、枚方
市、廿日市市、東京都、長野県、加
賀市、一宮市、大津市、下関市、福
岡市、宇城市、那覇市、茨城県、神
奈川県、静岡県、愛知県、大阪府、
和歌山県

RPA

3 ．民間企業の取組事例からの抽出

（ 1）抽出方法

第 ３ 章第 ３ 節「２.民間企業におけるAI・RPAの取組事例」（pp.52-53）から、ユースケース

を抽出する。

抽出にあたっては、以下の点を考慮した。
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

（ 2）抽出結果

第 ３ 章第 ３ 節「２.民間企業におけるAI・RPAの取組事例」（pp.52-53）から、ユースケース

を ２ 件抽出した（図表 ５ － ３ 参照）。

図表 ５－ 3　ユースケースの抽出（民間企業）

No ユースケース 主な技術 業務分野 概要 組織名 分類

⑭
新入職員の適正・能力
の把握／退職しやすい
職員の予測

データ解析

採用

エントリーシートをAIで
解析し、「自社で活躍して
いる人材」と類似の特徴を
持つ応募者を、人による評
価基準のブレもなく、ス
ピーディーに選出する

（株）FRONTEO

AI
人事

早期退職者の特徴を学習さ
せたAIで面談記録などを
解析し、離職リスクの高い
社員を抽出し早期にフォ
ローすることで、社員の定
着率の向上を図る

（株）FRONTEO

AIによる人事データ分析
により、採用候補者の合格
予測や既存社員の活躍予測
など、人事業務の効率化を
サポートする

（株）エクサウィザーズ

⑮
利用者の好みに合う情
報を自動提示

データ解析 情報収集

英文で掲載されるWEB上
のニュースを大量に収集
し、ニーズに合った重要な
記事を自動的に抽出する

INSIGHT LAB（株）

・現場で活用されていること

・AI・RPAの代表的な技術を幅広くカバーしていること

・民間企業でのAI・RPAのサービスが、自治体においても活用できること

抽出方法
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

4 ．ユースケースの分類

（ 1）分類目的

自治体と民間企業におけるAI・RPAの取組事例から、合計15件をユースケースとして抽

出した。

この15件のユースケースが、抽出方法の「AI・RPAの代表的な技術を幅広くカバーして

いること」と「AI・RPAの利用者が「自治体職員」と「住民」でバランスがとれていること」

に該当するかを確認する。

（ 2）分類結果

確認のために用いるのが、第 ２ 章第 ４ 節「３.自治体がAI・RPAを活用する意義」（pp.37-38）

で示した ４ 分類である。つまり、AI・RPAは「自動化」・「高度化」の機能により、「業務生

産性の向上」・「住民サービスの向上」の役割を担うことができる。この ４ 分類に当てはめる

ことで、ユースケースの選定に漏れがないかを確認した。

結果は、全ての分類にユースケースが含まれていることが確認できた。このことから15件

のユースケースは、自治体で活用可能なAI・RPAの技術を網羅している（図表 ５ － ４ 参照）。

図表 ５－ ４　ユースケースの分類結果
分類結果
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

第 ３節　�多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPAの�
活用可能性と活用意義・方向性

《ポイント》
4　�多摩・島しょ地域自治体の全ての行政課題（政策分野の課題・現場の課題）に

おいて、解決策の １つとしてAI・RPAは活用できる

4　�第 ２ 章「第 ４ 節　自治体がAI・RPAを活用する意義」は、多摩・島しょ地域自

治体にも当てはまる

4　�AI・RPAの活用を検討する際には、AI・RPAの活用ありきとせず、数ある行政

課題の中から優先順位の高い課題を選び、民間委託・マニュアル整備などと同

様に、解決策の １つとしてAI・RPAの活用を検討すべきである

1 ．AI・RPAの活用可能性

本節では、多摩・島しょ地域自治体がAI・RPAをどのように捉え、どう活用すべきか、つ

まり「AI・RPAの活用可能性」を説明する。

そのために、まず多摩・島しょ地域自治体の行政課題を「政策分野の課題」と「現場の課題」

に分けて分析する。そして、これらの行政課題を前節のユースケースと照らし合わせるこ

とで、「政策レベル」から「現場レベル」までの「AI・RPAの活用可能性」を整理する（図表�

５ － ５ 参照）。

図表 ５－ 5　AI・RPAの活用可能性の検討方法 
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

2 ．多摩・島しょ地域自治体における政策分野の課題

（ 1）調査方法

多摩・島しょ地域自治体の総合計画等を分析することで、政策分野の課題を確認した。

調査方法は、以下のとおりである。

（ 2）政策分野の課題

調査の結果、政策分野の課題を以下の10分野に整理した（図表 ５ － 6 参照）。

なお、詳細な調査結果は、「資料編」の「資料 ２　多摩・島しょ地域自治体における行政課題」

に記載しているので、参照されたい。

・多摩・島しょ地域の中核市、町、村から各 １自治体を抽出した。

・�さらに、一般市は自治体数が多いため、人口が最多・平均・最少の ３自治体を選出し、

合計 ６自治体を対象とした。

・対象自治体の総合計画等を確認し、政策分野における共通課題を抽出した。

調査方法

図表 ５－ 6　多摩・島しょ地域自治体における政策分野の課題

政策分野の課題
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3 ．多摩・島しょ地域自治体における現場の課題

（ 1）調査方法

次に、多摩・島しょ地域自治体の行政改革に関わる計画書等（行政改革大綱や行政改革推

進プラン等）を分析することで、具体的な現場の課題を確認した。

調査方法は、以下のとおりである。

（ 2）現場の課題

調査の結果、「業務生産性の向上」と「行政サービスの向上」を現場の課題として整理した。

なお、詳細な調査結果は、「資料編」の「資料 ２　多摩・島しょ地域自治体における行政課題」

に記載しているので、参照されたい。

また、現場の課題を第 ３ 章第 ４ 節「３.先行自治体における取組の特徴」で示した「先行自

治体における背景・課題」（p.71）と対応させたものが、図表 ５ － 7 である。

その結果、「業務生産性の向上」と「行政サービスの向上」という現場の課題は、先行自治

体と共通していることが分かる。

・�政策分野の課題を抽出した ６ 自治体のうち、行政改革に関わる計画書等の記載レベル

が同程度の ４ 自治体を選定（中核市及び一般市の人口が最多・平均・最少の自治体）。

・�対象自治体の行政改革に関わる計画書等（行政改革大綱や行政改革推進プラン等）の

上位方針、方策、実施内容を確認し、現場の業務における共通課題を抽出した。

調査方法
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

4 ．多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPAの活用可能性（政策分野の課題）

（ 1）目的

前項までで、多摩・島しょ地域自治体における行政課題を確認した。

その結果、政策分野の課題では10個の分野に整理でき、現場の課題では ２ つの課題に整理

できた。

これらの行政課題を前節のユースケースと照らし合わせることで、「政策レベル」から「現

場レベル」までの「AI・RPAの活用可能性」を整理した。

まず、政策分野の課題とユースケースの対応を確認する。

政策分野の課題とユースケースの対応を確認し、AI・RPAがどの政策分野で活用でき

るかを確認する。

目的

図表 ５－ 7　多摩・島しょ地域自治体における現場の課題

現場の課題
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（ 2）政策分野の課題とユースケースの対応結果

政策分野の課題とユースケースの対応結果が、図表 ５ － 8 である。

図表 ５－ 8　政策分野の課題とユースケース

政策分野の課題

ユースケース

安
心
・
安
全
・
快
適

子
育
て
・
教
育

健
康
・
医
療

福
祉
・
保
険

環
境

産
業
・
雇
用

都
市
基
盤

地
域
・
文
化

住
民
参
画

行
財
政
運
営

①
音声データをテキストデータに変換
／テキストデータの要約

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

② （住民等からの）問合せに自動で回答 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

③ イベント時の人数の計測・人出の予測 ● ● ● ●

④ 災害発生を検知し、避難誘導活動支援 ● ●

⑤
河川の水位を予測（ハザードマップの災害
時作成支援など）

● ● ● ●

⑥ （住民・事業者からの）申請内容の審査 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

⑦ 要介護者のケアプランの作成支援 ● ●

⑧ 判断に必要な情報を提示（戸籍業務など） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

⑨ 保育所入園を自動で割り振り ● ● ●

⑩
移住・定住希望者への移住・定住地域の提
案

● ● ●

⑪ 認知症の帰宅困難者等の捜索 ● ● ●

⑫ 道路の損傷個所等の把握 ● ● ● ●

⑬ （入力・転記等の）作業の自動化 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

⑭
新入職員の適正・能力の把握
／退職しやすい職員の予測

●

⑮ 利用者の好みに合う情報を自動提示 ●
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例えば、①「音声データをテキストデータに変換／テキストデータの要約」のユースケー

スは、先行自治体である東京都奥多摩町では議会の議事録（会議録）作成に、徳島県では知

事の定例会見の議事録（会見録）作成に用いられていた。

つまり、「行財政運営」の政策分野で活用していたが、①「音声データをテキストデータに

変換／テキストデータの要約」は全ての政策分野の会議・打合せで活用できると考えられる。

同じように、②「（住民等からの）問合せに自動で回答」、⑥「（住民・事業者からの）申請

内容の審査」、⑧「判断に必要な情報を提示（戸籍業務など）」、⑬「（入力・転記等の）作業

の自動化」などの窓口・内部業務に関するユースケースは、全ての政策分野で活用できると

考えられる。

一方、それ以外のユースケースは、ある特定の政策分野で活用できるものである。

例えば、⑦「要介護者のケアプランの作成支援」のユースケースは、先行自治体である愛

知県豊橋市では「福祉・保険」の政策分野で活用していたが、「健康・医療」の政策分野でも、

「被保険者の健康改善プランの作成支援」などに将来的に活用できると考えられる。

（ 3）政策分野の課題における「AI・RPAの活用可能性」

以上の結果からユースケースにより、対応できる政策分野の課題に違いはあるものの、政

策分野の課題の全てについて、15のユースケースが対応することが確認できた。

このことから、政策分野の課題における「AI・RPAの活用可能性」をまとめると、以下

のとおりになる。

5 ．多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPAの活用可能性（現場の課題）

（ 1）目的

次に、現場の課題とユースケースの対応を、「先行自治体における背景・課題」と併せて

確認する。

現場の課題とユースケースの対応を確認し、より具体的なレベルで、AI・RPAがどの

現場の業務で活用できるかを確認する。

目的

AI・RPAは、多摩・島しょ地域自治体の全ての政策分野の課題において、解決策の�

１ つとして活用できる。

行政課題（政策分野の課題）における「AI・RPAの活用可能性」
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（ 2）現場の課題とユースケースの対応結果

現場の課題とユースケースの対応結果が、図表 ５ － 9 である。

図表 ５－ 9　現場の課題とユースケース

現場の課題

ユースケース

業務生産性の向上／住民サービスの向上

働
き
方
改
革

業
務
負
担
の
増
大

ノ
ウ
ハ
ウ
継
承

業
務
の
的
確
さ
の
向
上

社
会
的
弱
者
の
支
援

情
報
の
伝
達

①
音声データをテキストデータに変換
／テキストデータの要約

● ● ●

② （住民等からの）問合せに自動で回答 ● ● ● ●

③ イベント時の人数の計測・人出の予測 ● ●

④ 災害発生を検知し、避難誘導活動支援 ● ● ●

⑤
河川の水位を予測（ハザードマップの災害時作
成支援など）

● ● ● ●

⑥ （住民・事業者からの）申請内容の審査 ● ● ● ●

⑦ 要介護者のケアプランの作成支援 ● ● ●

⑧ 判断に必要な情報を提示（戸籍業務など） ● ● ●

⑨ 保育所入園を自動で割り振り ● ● ●

⑩ 移住・定住希望者への移住・定住地域の提案 ● ● ●

⑪ 認知症の帰宅困難者等の捜索 ●

⑫ 道路の損傷個所等の把握 ● ●

⑬ （入力・転記等の）作業の自動化 ● ● ●

⑭
新入職員の適正・能力の把握
／退職しやすい職員の予測

● ● ●

⑮ 利用者の好みに合う情報を自動提示 ● ●
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

図表 5 － ９ からは、現場の課題に対し複数のユースケースが対応していることと、ユース

ケースが少なくとも １ つ以上の現場の課題に対応していることが分かる。

例えば、②「（住民等からの）問合せに自動で回答」のユースケースは、先行自治体である

東京都港区の外国人向けチャットボットでは「情報の伝達」に、京都府南山城村の御用聞き

AI（チャットボット）では「社会的弱者の支援」に、徳島県の阿波おどりAIコンシェルジュ

（チャットボット）、民泊AIコンシェルジュ（チャットボット）では「情報の伝達」、「業務負

担の増大」の課題解決に、それぞれ用いられていた。

また、⑧「判断に必要な情報を提示（戸籍業務など）」のユースケースは、大阪府泉大津

市の戸籍業務支援では「ノウハウ継承」、「業務負担の増大」、「業務の的確さの向上」の課題

解決に、用いられていた。

さらに、⑬「（入力・転記等の）作業の自動化」のユースケースは、先行自治体である茨城

県つくば市の業務の自動化（RPA）では「業務負担の増大」、「働き方改革」、「業務の的確さ

の向上」の課題解決に、用いられていた。

（ 3）現場の課題における「AI・RPAの活用可能性」

以上の結果からユースケースにより、対応できる現場の課題に違いはあるものの、現場の

課題の全てについて、15のユースケースが対応することが確認できた。

このことから、現場の課題における「AI・RPAの活用可能性」をまとめると、以下のと

おりになる。

AI・RPAは、多摩・島しょ地域自治体の全ての現場の課題において、解決策の １つと

して活用できる。

行政課題（現場の課題）における「AI・RPAの活用可能性」
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

6 ．多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPAの活用意義・方向性

ここまで、多摩・島しょ地域自治体における「AI・RPAの活用可能性」を説明した。結

論として、AI・RPAは、多摩・島しょ地域自治体の全ての行政課題（政策分野の課題・現

場の課題）において、解決策の １つとして活用できることが分かった。

さらに本項では、多摩・島しょ地域自治体における「AI・RPAの活用意義・方向性」を確

認する。

（ 1）AI・RPAの活用意義

AI・RPAの活用意義については、第 ２ 章「第 ４ 節　自治体がAI・RPAを活用する意義」（p.34）

で説明したが、多摩・島しょ地域自治体においても職員数は2006年と比べて減少しており、

自治体職員の働き方改革を背景とした「業務生産性の向上」が求められている。多摩・島しょ

地域市町村における人口と職員数の推移については、図表 ５ －10のとおりである。

図表 ５－10　多摩・島しょ地域市町村の人口と職員数の推移

また、住民ニーズ・地域課題が複雑化・多様化しているため、「住民サービスの向上」も、

多摩・島しょ地域自治体において求められている。

出典：東京市町村自治調査会（2018）「多様化する働き方を踏まえた職場づくりに関する調査研究報告書」、p.27
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

（ 2）AI・RPA活用の方向性

さらに、多摩・島しょ地域自治体がAI・RPAの活用を検討する際に、AI・RPAをどう活

用すべきか、「AI・RPA活用の方向性」を説明する。

①AI・RPAは課題解決のツール

まず、多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAを、全ての行政課題（政策分野の課題・現場の課題）

における解決策の １つとして認識することが重要になる。

そのためには、活用するAI・RPAの内容を把握する必要があるため、「資料編」の「資料

１　先行自治体における取組」を読み、自治体におけるAI・RPAの活用イメージを掴むこ

とをお薦めする。

先行自治体でも、第 ３ 章第 ４ 節「３.先行自治体における取組の特徴」の「（ ３ ）導入時の取

組と工夫」（pp.78-79）において、「AI・RPAは課題解決のツール」として取組を進めていた（図

表 ３ －29参照・再掲（一部抜粋））。

（再掲・一部抜粋）図表 ３－29　先行自治体におけるAI・RPA導入時の取組と工夫の特徴

AI・RPAは課題解決のツール

・�第 ２ 章「第 ４ 節　自治体がAI・RPAを活用する意義」は、多摩・島しょ地域自治体に

おいても当てはまる。

・�そのため、多摩・島しょ地域自治体は、全ての行政課題（政策分野の課題・現場の課題）

において、解決策の １つとしてAI・RPAの活用を検討すべきである。

多摩・島しょ地域自治体における活用意義
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

②課題解決の優先順位を決める

一方で、先に使用するAI・RPAを決めるなどAI・RPA中心に取組を進めると、期待した

効果と解決したい行政課題が対応しない場合がある。そのため、AI・RPAの活用を検討す

る際には、AI・RPAの活用ありきとしないことも重要になる。

そのためには、数ある行政課題の中から優先順位の高い課題を選び、民間委託・マニュア

ル整備などと同様に、解決策の １つとしてAI・RPAの活用を検討することが必要である。

先行自治体でも、第 ３ 章第 ４ 節「３.先行自治体における取組の特徴」の「（ １ ）背景・課題」

（pp.71-72）で示したように、AI・RPAで解決すべき背景・課題を認識し、優先順位を決めて

取組を進めていた（図表 ５ －11参照）。

図表 ５－11　先行自治体における背景・課題

課題解決の優先順位を決める
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

【コラム】AI・RPAの導入プロセス

行政情報システム研究所が行った調査研究によると、行政機関がAI・RPAを導入す

る際のプロセスは、 ６ つの工程に整理できます（図表 ５ －12参照）。

本調査研究でも示したように、検討の初期段階で「 １ ．人工知能の特性や役割を理

解する」こと、「 ２ ．目的や課題を明確化する」ことが重要であることが分かります。

図表 ５－12　 AI・RPAの導入プロセス

出典：行政情報システム研究所（2016）「人工知能技術の行政における活用に関する調査研究」をもとに作成

③AI・RPA活用の方向性

以上から、多摩・島しょ地域自治体における「AI・RPA活用の方向性」を、以下のとおり

まとめた。

・「AI・RPAは課題解決のツール」として認識することが重要

・�AI・RPAの活用を検討する際には、AI・RPAの活用ありきとせず、数ある行政課題の

中から優先順位の高い課題を選び、民間委託・マニュアル整備などと同様に、解決策

の １つとしてAI・RPAの活用を検討すること

AI・RPA活用の方向性
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

第 4節　�多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA�
活用の課題・進め方と留意点

《ポイント》
4　�有識者ヒアリングと先行自治体から、AI・RPA活用に向けた対応策を整理した

4　�AI・RPA活用の進め方として、「検討に際しての進め方」と「本格導入に向けた

進め方」があり、それぞれの課題（ハードル）と対応策を示した

4　�AI・RPA特有の留意点として、AIとRPAのそれぞれの留意点を整理した

本節では、多摩・島しょ地域自治体がAI・RPAを活用する際の「課題（ハードル）」と「活

用の進め方」を説明し、さらに「AI・RPA特有の留意点」を示す。

1 ．有識者ヒアリングの概要

（ 1）有識者一覧

まず、多摩・島しょ地域自治体がAI・RPAを活用する際の「課題（ハードル）」と「活用

の進め方」、さらに「AI・RPA特有の留意点」を解説するため、有識者 ６ 名にヒアリングを

行い、その結果を「導入方法」と「導入課題」に分けて整理した。（図表 ５ －13参照）。

「導入方法」では、自治体行政やデータ活用に詳しい専門家と、AIサービスによる課題解

決に取り組む民間企業の事業者の 4 名にヒアリングを実施した。

「導入課題」では、自治体の情報システムや、個人情報などの関連法令に詳しい専門家 2

名にヒアリングを実施した。

なお、有識者ヒアリングの詳細な調査結果は、「資料編」の「資料 ３　有識者ヒアリング結果」

に記載しているので、参照されたい。
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

図表 5－13　ヒアリング調査（有識者）

対象 氏名（敬称略） 肩書 専門分野 質問項目

導
入
方
法

河本　薫

滋賀大学データサイエ
ンス学部　教授
（前：大阪ガスビジネス
アナリシスセンター　
所長）

データ活用による課題
解決

１.データ活用の導入
２.データ活用の進め方
３.人材育成
４.業務改革とデータ活用の区別
５.新技術の可能性
６.自治体におけるデータ活用の留意点

廣川　聡美
HIRO研究所　代表
（元：横須賀市　副市長）

地域情報化、自治体イ
ノベーション

１.自治体におけるAI導入のメリット
２.自治体におけるAI導入の進め方
３.AI活用に向けた人材育成
４.AI活用アイデアの発想法
５.その他

石山　洸
（株）エクサウィザーズ
代表取締役社長

AIサービスによる課題
解決

１.自治体におけるAI導入のメリット
２.自治体におけるAI導入の進め方
３.AI利活用に向けた人材育成、運用
４.将来像

稲継　裕昭
早稲田大学政治経済学
術院　教授

行政組織論全体、公務
員制度

１.自治体におけるAI導入のメリット
２.自治体におけるAI導入の進め方
３.AI活用に向けた人材育成
４.AIの今後の可能性

導
入
課
題

関口　忠
前：行政情報システム
研究所　客員研究員

行政情報システム、情
報セキュリティ

１.�自治体のネットワーク分離がもたら
す制約

２.�ネットワーク分離に伴うクラウド型
AIサービス利用にあたっての論点

石井　夏生利
筑波大学図書館情報メ
ディア系　准教授、弁
護士

プライバシー、個人情
報保護法、情報法ほか

１.AIやデータ利活用に伴う法的リスク
２.GDPR（一般データ保護規則）の影響
３.今後の課題
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

（ 2）ヒアリングの概要

次に、有識者ヒアリングの概要を説明する。

本項では、まずAI・RPAの「導入方法」に関する概要を示し、「導入課題」は本節「５. 

AI・RPA特有の留意点」（pp.145-151）において説明する。

「導入方法」について「背景・方針」、「活用・導入の進め方」、「人材育成・体制」、「将来展望」、

「その他」に分け、共通する点をまとめた。

①概要のまとめ

まず、有識者ヒアリングの概要（導入方法）のまとめを以下のとおり示す（図表 ５ －14参照）。

図表 ５－14　有識者ヒアリングの概要（導入方法）のまとめ
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

②概要の内容

さらに、有識者ヒアリングの概要（導入方法）の内容を以下のとおり示す（図表 ５ －15参照）。

図表 ５－15　有識者ヒアリングの概要（導入方法）

対
象 取組・工夫

河本教授
（滋賀大学）

廣川代表
（HIRO研究所）

石山社長
（（株）エクサウィ

ザーズ）

稲継教授
（早稲田大学）

背
景
・
方
針

首長の方針により、
危機感を示す

・�職員を動かすには、
首長の方針のもと、
部長クラスの権力の
ある管理者が職員に
嫌われることを厭わ
ず、強い姿勢で高い
目標（必達目標）を課
すことである。

・�職員の危機感が乏し
い場合、有効なのは
トップの目標設定で
ある。目標を現状か
ら不連続なぐらい高
く設定し、職員が藁
にも縋る状況をつく
る。

・�危機感をいかに作れ
るかが重要であり、
それは、トップにし
かできない仕事であ
る。

・�新しい取組や、リス
クのある取組に抵抗
を示す役所の組織風
土が障壁である。

・�こうした組織風土を
変えられるのは、首
長の方針である。

・�意思決定のスピード
を上げるためには、
首長の力が必要であ
ると思う。

・�組織の意欲が低い場
合は、トップの強い
意志とリーダーシッ
プが求められる。

・�AIの導入につながり
そうな契機としては、
首長の方針（選挙公
約や自治体のマニ
フェスト等）において
示し、直轄の部署が
推進することが考え
られる。

・�AIの分野は首長や市
民の興味が高く、ま
すます進んでいくと
思われる。

AI・RPAは目的で
はなく、課題解決
のツールと認識する

・�データ活用とは、デー
タを見て問題を発見
し解決策を立てる等
を行うための現場の
工夫・手段の１つで
ある。

・�データマネジメント
も手段でしかない。

・�AIの導入そのものは、
仕事量や職員数の削
減にはつながらない。

・�AI導入をきっかけに
した行政改革を行う
必要がある。

・�解決に向けた道具の
１つとして AIがある
のであって、民間委
託等の別の解決策も
存在する。

活
用
・
導
入
の
進
め
方

職員が課題発見・
目標設定する

・�データの見える化は、
見える化のためのシ
ステム開発は外部に
委託すれば良いが、
何を見える化するか
は職員が決定しなれ
ければならない。

・�職員にとってデータ
活用やAIは手段であ
り、大事なのは問題
発見力や問題解決力
である。

・�職員にとって大事な
のはシーズ（分析技
術）の勉強よりもむし
ろニーズ（課題）を考
える力の育成である。

・�AIなどの破壊的イノ
ベーションは、技術
に注目するのではな
く、問題を発見する
ことから始まるので
あり、問題の多くは
市区町村の各業務の
現場にある。

・�実証実験をやる上で
は自治体として目標
を設定し、達成する
ための仮説を設け、
検証するように実施
しなければならない。
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対
象 取組・工夫

河本教授
（滋賀大学）

廣川代表
（HIRO研究所）

石山社長
（（株）エクサウィ

ザーズ）

稲継教授
（早稲田大学）

活
用
・
導
入
の
進
め
方

担当課が課題解決
を主導する

・�企画部門、人事部門
や原課が中心となっ
て進めるべきである。

・�システム運用者だけ
でなく、業務の担当
者も一体となって取
り組むべきである。

横断的な部署が取
組を支援する

・�エクセルのマクロや
RPAの場合、各部署
に個別に適用すると
設計情報が属人化し、
人事ローテーション
によりメンテナンス
不能となりがちであ
る。こうした事態を
避けるよう、導入時
に全体統制すること
が重要である。

・�企画部門、人事部門
や原課が中心となっ
て進めるべきである。

・�AI導入を考える部署
は行政改革室などと
同様に、組織全体を
見渡すことができ、
他の部局と同じレベ
ルで直接声掛けがで
きる位置づけが必要
である。

スモールスタート
を行う

・�目標設定を行う場合
は、網羅的に問題
を探すのではなく、
日々の業務の中から
住民の要請（喜ぶこ
と）や困りごとに応
えるような筋の良い
２、３件を抽出して、
データ活用すること
で成功事例をつく
り、徐々に広げてい
くと良い。

・�いきなり資金を投じ
て、はじめからハコ
（システム）を作ろう
としないこと。

人
材
育
成
・
体
制

リーダー・アンテ
ナ人材を見極め、
先導する

・�部署にかかわらず職
員の資質を見て、推
進者とすべきであ
る。

・�行政改革の推進者と
なるリーダー人材
は、将来、自治体を
背負うような人材と
して資質を見極めて
育成することが肝要
である。

・�取組を推進するには、
業務プロセスが分か
りAI技 術も少し分
かる人材が橋渡し人
材となり得るであろ
う。

・�取組を推進するため
には、首長と直接話
ができる立場にある
ことなど幹部に近い
人が望ましい。

・�「橋渡し人材」は、横
断的に庁内業務全般
が分かる人でなけれ
ばならないので、最
も重要なことが、原
課に対しAI導入を説
得できる力である。
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

対
象 取組・工夫

河本教授
（滋賀大学）

廣川代表
（HIRO研究所）

石山社長
（（株）エクサウィ

ザーズ）

稲継教授
（早稲田大学）

人
材
育
成
・
体
制

外部人材を活用する

・�自治体においてデー
タ分析力に秀でた専
門人材を育てること
が困難であれば、外
部人材を活用するの
が現実的だと思う。

・�職員は業務上の課題
を明確にすることが
役割であり、技術は
外部の専門性のある
ところから借りるた
めにアクセス（連携）
ができれば良い。

・�イノベーションを実現
するには、自治体に
もCTOのようなITリ
テラシーを持った人
がいないと進まない
と思う。

・�CTOの役割は、リテ
ラシーを要する役割
であり、職員の中に
適任の人材を求める
のは難しいので、外
部登用が必要になる
と思う。

・�自治体には内部業務
としてAI等の新技術
の活用方法を考える
役割も必要だが少人
数で良い。
・�外部人材は活用した
方が良いが、現行の
自治体職員の給与や
人事体系では民間企
業に対して見劣りし、
能力がある人を自治
体に招聘するのは難
しいのではないか。

将
来
展
望

複数の自治体と協
働する

・�今後自治体がデータ
分析に取り組む際は、
個別に実施するより
も複数の自治体が共
同で取り組むのが効
率面、コスト面で良
いのではないか。

・�規模の小さい自治体
では職員が複数業務
を担っているのが現
状であり、一団体で
取り組むのが困難で
あれば、複数団体で
課題を認識し、研究
していく流れを作れ
ば良いのではないか。

・�各自治体ではAI等の
ITコストを単独で負
担するのは難しいと
感じている。

・�各自治体が先進自治
体のベストプラク
ティスをコピーし合
うボトムアップの形
を形成していくこと
に自治体の役割があ
ると考えている。

・�多摩・島しょ地域の
自治体間で課題を割
り振るなど、異なる
自治体が課題を分担
して取り組み、相互
に展開し学び合う形
を考えるのが良いと
思う。

・�RPAは大きな効果が
期待できるが、導入
する際は業務プロセ
スを書き出す必要が
あり、大変な作業と
なる。さらに今まで、
業務プロセスが暗黙
知（経験や勘に基づ
くもの）である場合
は書き出すことがで
きない。

・�業務プロセスについ
ては、法律に基づ
く業務はどの自治体
にも共通している
ので、先進自治体の
先例をモディファイ
（モデルにしてカス
タマイズ）すること
が有効と思われる。

・�自治体は、情報を集
め自治体間で連携す
る必要がある。

職員の仕事が変化
する

・�職員の仕事は、労働
集約的な業務から知
識集約的な業務に変
えていく必要があ
る。知識集約型とは、
創造的な仕事、交渉
や住民間の紛争解決
等の高度なコミュニ
ケーション、及び気
持ちがこもらないと
できない仕事等であ
る。その中で、AIが
職員の補助を行う形
が望ましい。

・�AIの普及は職業や働
き方も変える可能性
がある。

・�AI等の新技術が人
を代替する動きは進
み、５年から10年後
には、人が行う仕事
は事務的なものが減
少し、意思決定に関
するものにシフトし
ていくであろう。

・�職員支援システムの
ような、直接市民と
かかわらない部分に
ついて、AIが果たす
役割が大きくなるの
ではないか。

・�AIを導入することで、
職員の仕事が奪われ
るということではな
く、より住民に接す
る仕事が増えると考
えられる。
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

対
象 取組・工夫

河本教授
（滋賀大学）

廣川代表
（HIRO研究所）

石山社長
（（株）エクサウィ

ザーズ）

稲継教授
（早稲田大学）

将
来
展
望

職員の仕事が変化
する

・�これからの職員は、従
来必要とされた職務
遂行能力、法令解釈
能力はAIが行える部
分になるため、不要
となってくる。その
代わり、交渉力や説
得力、調整力、問題
発見力といった対人
能力（人間味のある
能力）が必要である。

人材育成・配置が
必要となる

・�自治体の人事ロー
テーションが２年３
年という期間という
のは、分析人材を育
てるには短すぎる。

・�入庁したての時期は
ともかく一般に３年
という期間は、多種
多様な課題を解決す
るために専門性を深
め、継続した対応す
る期間として短いと
感じる。

・�AIの導入の際には、
職員のリテラシーの
問題もある。

・�意識改革も併せて必
要であると感じる。

・�AIやRPAなど新技術
が果たす役割が増え
てくると、先見性の
ある人事担当者は、
今後の職員の配置を
懸念している。職員
の配置が変わると、
採用も変える必要が
ある。

・�これからの自治体職
員は、役所の中で
仕事をするのではな
く、現場にでるこ
とが大切で、職員の
対人能力を育てるこ
とと、それらを見越
したジョブローテー
ションを検討するこ
とが重要となる。

・�人材は40年残るとい
う認識のもと、今か
ら10年後を見据えて
育成すべきである。

そ
の
他

その他

・�データ活用の余地が
あるのは、目標（KPI：
Key Performance 
Indicator） が 設 定
されていて、かつ現
場の判断で実施でき
る裁量が職員に与え
られている業務であ
る。

・�退職する熟練者の穴
埋めのためにAIを導
入するような場合、
80点の達成度を許容
することがポイント
である。

・�自治体の業務がプロ
セスと文書を重視して
いることも踏まえると、
RPAの導入メリットは
大きいと思う。

・�人口減少、少子高齢
化が進むにあたり、
自治体がAIに期待す
るのは、行政改革が
どう進むかに関して
である。

・�問題の解決策である
政策を職員が机上
で想定するのではな
く、代表的なメイン
ターゲットを絞りピ
ンポイントに的を捉
えることが、限られ
た予算で最大の効果
を発揮させるために
重要である｡

・�自治体の業務の全て
の領域において、AI
を活用できると考え
ている。

・�AIの導入分野を検討
する際には、AIが適
用しやすい領域を考
えるというスタンス
ではなく、課題が大
きいと考える事柄や
中長期的な事業イン
パクトが期待できる
事柄を主体に考える
べきである。

・�魅力のある自治体は
意思決定が速いこと
である。

・�地方自治の本質は、
経費をできるだけ抑
えて住民サービスの
向上に努めることで
あると考えている。

・�AIやRPAの利用はか
つての事務の機械化
（OA化）と同じよう
に、単なる作業のた
めの人手を不要とし
（人から機械への代
替）、間違いの減少、
決定の迅速化、住民
サービス向上といっ
た点で桁違いのイン
パクトがある。

・�AI等の新技術による
生産性の向上やサー
ビスの質の向上と、
説明責任とはトレー
ドオフの関係にある。
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

対
象 取組・工夫

河本教授
（滋賀大学）

廣川代表
（HIRO研究所）

石山社長
（（株）エクサウィ

ザーズ）

稲継教授
（早稲田大学）

そ
の
他

その他

・�自治体ではデータを
多く保有するため、
データを見える化す
ることに魅力を感じ
る人がいるかもしれ
ないが、データ分析
自体を目的としない
こと。小さくて良い
から、業務改革につ
ながり計測可能な効
果を出していくこと
が大切。

・�ITを利用する上で、
運用は特に重要であ
る。システムは構築
すれば完了ではな
く、事業上の目標達
成のために継続した
取組が必要である。
運用とは、保守・メ
ンテナンスだけでな
く、利用者育成（い
かに利用者を増やす
か等）という側面も
あり、ここに踏み込
んでほしいと思う。

・�AIを行政に取り入れ
るためには、情熱、
ITリテラシー、行政
としての流れの３つ
をやり続けることが
重要であり、地域全
体で考えていくこと
も大切である。

・�AIの効果として挙げ
られるのは住民サー
ビスの向上であると
考えている。

・�自治体では、AI等の
新しい取組を進めた
くても、どこに相談
して良いか分からな
い、予算がつかない
ということがあるの
ではないか。さらに、
庁内の職員の抵抗が
強いということが考
えられる。

・�また、AIへ期待する
効果が大きすぎるこ
とも考えられる。
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

2 ．AI・RPA活用に向けた対応策

（ 1）AI・RPA活用に向けた取組・工夫

本項では、AI・RPAの活用に向けた取組・工夫を整理する。

AI・RPA活用に向けた取組・工夫として、有識者ヒアリングにおけるAI・RPAの「導入方法」

と第 ３章第 ４節「３.先行自治体における取組の特徴」の「（ ３）導入時の取組と工夫」（pp.78-

79）を一覧にまとめた（図表 ５ －16参照）。

このように、有識者ヒアリングで示された導入方法は、先行自治体で実際に取組として行

われていることが分かる。

図表 ５－16　AI・RPA活用に向けた取組・工夫
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

（ 2）AI・RPA活用に向けた対応策

以上から、AI・RPA活用に向けた対応策を図表 ５ －17のとおりまとめた。

図表 ５－17　AI・RPA活用に向けた対応策

分類 AI・RPA活用に向けた対応策

対応策
（先行自治体・有識者）

首長の方針

AI・RPAは課題解決のツール

担当課の主導

横断的な部署の支援

スモールスタート

リーダー・アンテナ人材を見極め、先導

対応策
（先行自治体）

外部との協働・実証実験

研修・デモの実施

対応策
（有識者）

職員が課題発見・目標設定

外部人材の活用

（凡例）分類中の（カッコ）は、それぞれの対応策をどこから導出したかを示す。

AI・RPA活用に向けた対応策
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

3 ．多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用の課題（ハードル）

（ 1）検討に際してのハードル

「第 ４ 章　多摩・島しょ地域自治体におけるAI・RPA活用に向けた現状」から、多摩・島しょ

地域自治体では「AI・RPAの活用には、多くの自治体が関心を持つも、実際に取り組む自治

体は少ない」ということが分かった。その原因を検討し、第 ４ 章「第 ４ 節　AI・RPAの検

討に際してのハードル」（pp.105-106）をまとめた。

具体的には、「AI・RPAの利用イメージの希薄さ」、「検討・推進体制の懸念」、「費用対効

果の明確化」、「システムのエラーや誤処理の懸念」、「個人情報への配慮」である。

さらに、有識者ヒアリングでは「首長の方針により危機感を示す」ことの重要性が指摘さ

れた。つまり、「業務改革」などの積極的な動機づけがないと、AI・RPAの検討という段階

に進まないことが想定される。そのため、「業務改革に向かう危機感の不足」を検討に際し

てのハードルに追加した（図表 ５ －18参照）。

図表 ５－18　検討に際してのハードル

検討に際してのハードル
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

（ 2）本格導入に向けたハードル

さらに、AI・RPAの活用を検討するにあたり、本格的に導入した後で問題となる課題（ハー

ドル）を整理する。

すでに取組を行っている先行自治体では、第 ３ 章第 ４ 節「３.先行自治体における取組の特

徴」の「（ ４ ）本格導入に向けたハードル」（p.80）を課題（ハードル）として認識していた（図

表 ５ －19参照）。

そのため、これらの課題（ハードル）は、多摩・島しょ地域自治体においても「本格導入

に向けたハードル」と考えられる。

図表 ５－19　本格導入に向けたハードル

本格導入に向けたハードル
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（ 3）AI・RPAを活用する際のハードル（まとめ）

以上のように、多摩・島しょ地域自治体がAI・RPAを活用する際の「課題（ハードル）」には、

「検討に際してのハードル」と「本格導入に向けたハードル」が存在する（図表 ５ －20参照）。

つまり、多摩・島しょ地域自治体のように、AI・RPAの検討自体を行っていない自治体は、

まず「検討に際してのハードル」を越える必要がある。

また、先行自治体のように、AI・RPAの活用に向けて動き始めている自治体は、「本格導

入に向けたハードル」を認識し、取組を進めていく必要がある。

図表 ５－20　 AI・RPAを活用する際のハードル

AI・RPAを活用する際のハードル（まとめ）
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

4 ．AI・RPA活用の進め方

本項では、多摩・島しょ地域自治体がAI・RPAを活用する際に、「検討に際してのハードル」

と「本格導入に向けたハードル」をどう乗り越えていくか、「活用の進め方」を説明する。

（ 1）検討に際しての進め方

①概要

まず、「検討に際してのハードル」を解決するために、本節「２.AI・RPA活用に向けた対応策」

（pp.135-136）の中で、ハードルごとに効果が高い取組・工夫をまとめたものが図表 ５ －21で

ある。

②詳細な進め方

では、AI・RPAの検討に際してのハードルに対して、具体的にどのような取組を行えば

良いかを、以下のとおり説明する。

図表 ５－21　検討に際してのハードルと対応策 

（凡例）●：対応策によってハードルが解消・軽減される取組・工夫

検討に際してのハードルと対応策
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「業務改革に向かう危機感の不足」というハードルを解決することは、職員に意識改

革を求めることになるため、最も難しい問題である。

このハードルに対しては、「首長の方針」、「職員が課題発見・目標設定」が有効な方

法として挙げられる。特に「首長の方針」により、業務改革の一環としてAI・RPAの活

用が大きく進むことが考えられる。

先行自治体では大阪府泉大津市、有識者では河本教授（滋賀大学）が参考となる（資

料編参照）。

（ア）業務改革に向かう危機感の不足

「検討・推進体制の懸念」というハードルを解決するためには、様々なやり方が考えられる。

例えば、組織として「首長の方針」を示し、「リーダー・アンテナ人材を見極め、先導」す

ることは大きな役割を果たす。また、「外部人材の活用」を行うことでも、同じ役割を期待で

きる。

さらに、全庁的な体制づくりとして「横断的な部署の支援」を受けながら「担当課の主導」

で取組を行うことが効率的である。

また、「外部との協働・実証実験」などを行い、できる範囲で負担が少なくなるよう「スモー

ルスタート」の意識を持つことで、大きな検討・推進体制を構築する必要がなくなる。

先行自治体では東京都港区、有識者では稲継教授（早稲田大学）が参考となる（資料編参照）。

（ウ）検討・推進体制の懸念

「AI・RPAの利用イメージの希薄さ」というハードルを解決することも、難しい問題

である。

このハードルに対しては、職員に利用イメージを持たせるために、あらゆる取組が必

要となる。まず意識醸成を図るために、AI・RPAを活用するよう「首長の方針」を示し

「リーダー・アンテナ人材を見極め、先導」することや、AI・RPAの専門家である「外

部人材の活用」が有効である。また具体的な活用イメージを持つために、「研修・デモ

の実施」や「外部との協働・実証実験」を行うこともきっかけとなる。

さらに、職員が「AI・RPAは課題解決のツール」として認識することが重要になる。

そうすることで、AI・RPAを行政課題解決の １ つの手段として捉え、活用方法がイメー

ジできる。

先行自治体では徳島県、有識者では廣川代表（HIRO研究所）が参考となる（資料編参照）。

（イ）AI・RPAの利用イメージの希薄さ
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

「費用対効果の明確化」というハードルは、多摩・島しょ地域自治体アンケートで導入時

の最も大きな課題として認識していた。

このハードルを解決するためには、「スモールスタート」こそが最善の対応策となる。つ

まり、「職員が課題発見・目標設定」を行い、その中から最も優先順位の高い行政課題を解

決するために「AI・RPAは課題解決のツール」として活用する。このように、課題を明確

にしてAI・RPAの活用範囲を限定することで、導入後の費用対効果も明確にしやすくなる。

また、初期費用を抑えるために「外部との協働・実証実験」を行い、費用対効果を確認

することも有効である。さらに「外部人材の活用」を行うことで、費用対効果の検証も円

滑に実施できる。

先行自治体では茨城県つくば市、有識者では河本教授（滋賀大学）が参考となる（資料

編参照）。

（エ）費用対効果の明確化

「システムのエラーや誤処理の懸念」というハードルを解決するためには、AI・RPAの専

門知識を身に付けることが重要である。

取組方法には２ 通りあり、自治体内部でスキルを身に付ける方法と、外部の力を利用す

る方法がある。

自治体内部では、「リーダー・アンテナ人材を見極め、先導」し、「研修・デモの実施」を

行うことで職員は専門知識を学ぶことができる。

外部の力では、「外部との協働・実証実験」、「外部人材の活用」を行うことで、専門知識

を借りることができる。

さらに、「スモールスタート」することで、活用範囲を限定し正確性を高めることができる。

先行自治体では東京都北区、有識者では石山社長（（株）エクサウィザーズ）が参考とな

る（資料編参照）。

（オ）システムのエラーや誤処理の懸念

「個人情報への配慮」というハードルを解決するためには、まずは各自治体の個人情

報保護条例等を確認し、さらに個人情報保護審議会の承認を得ること等が必要となる。

そのためには、AI・RPAを活用する「担当課の主導」で問題点を確認し、個人情報担

当部署との橋渡し役として「横断的な部署の支援」が重要である。

先行自治体では愛知県豊橋市、有識者では稲継教授（早稲田大学）が参考となる（資

料編参照）。

（カ）個人情報への配慮
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（ 2）本格導入に向けた進め方

①概要

次に、「本格導入に向けたハードル」を解決するために、本節「２.AI・RPA活用に向けた

対応策」（pp.135-136）の中で、ハードルごとに効果が高い取組・工夫をまとめたものが図表

５ －22である。

②詳細な進め方

では、AI・RPAの本格導入に向けたハードルに対して、具体的にどのような取組を行え

ば良いかを、以下のとおり説明する。

図表 ５－22　本格導入に向けたハードルと対応策

（凡例）●：対応策によってハードルが解消・軽減される取組・工夫

本格導入に向けたハードルと対応策

「AI・RPAの管理」というハードルを解決するためには、 ２ 通りの方法が考えられる。

１ つ目は、AI・RPAを活用する「担当課の主導」である。担当課が主導するメリット

としては、AI・RPAの修正・更新時に迅速な対応ができることが挙げられる。一方デメリッ

トとしては、担当課の負担が増加することや、自治体内で一元的な把握・管理ができず

担当者の異動時に引継ぎができなくなるおそれがある。対応策としては、「リーダー・ア

ンテナ人材を見極め、先導」し「研修・デモの実施」を継続的に行うことで、全庁的なス

キルを向上させることが重要となる。

２ つ目は、委託業者を含めた「外部人材の活用」を中心に、情報システム担当課などの「横

断的な部署の支援」を行うことである。メリットとしては、自治体内で一元的な把握・管

理をすることが容易になることが挙げられる。一方デメリットとしては、AI・RPAの修正・

（ア）AI・RPAの管理
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

更新時の対応が遅れることや、委託業者などの外部人材の費用がかかるおそれがある。

先行自治体では茨城県つくば市、東京都港区、有識者では河本教授（滋賀大学）が参

考となる（資料編参照）。

「費用対効果の立証」というハードルは、本格導入時においても問題となる。

つまり、検討に際してのハードルにおける「費用対効果の明確化」では「スモールス

タート」が最も重要であったが、本格導入に向けたハードルにおける「費用対効果の立

証」でも同じく重要となる。また、「職員が課題発見・目標設定」した内容の費用対効果

を重点的に確認することが求められる。

また、事前に「外部との協働・実証実験」を行い、費用対効果を見極めて本格導入す

る対象と運用方法を明確にすることが大切である。特に、チャットボットなどの「住民

サービスの向上」を目的とした取組は効果の算定が難しいため、「担当課の主導」により

業務の特性を踏まえて、事前に計測方法を考えておく必要がある。

先行自治体では徳島県、有識者では石山社長（（株）エクサウィザーズ）が参考となる

（資料編参照）。

（イ）費用対効果の立証

「判断精度の向上」というハードルを解決するためには、AI・RPAを活用する「担当

課の主導」が重要である。担当課は現場の業務を最もよく理解しているため、判断精度

の向上には欠かせない役割を担っている。

しかし、担当課の負担が増加するおそれがあるため、「横断的な部署の支援」と委託

業者などの「外部人材の活用」を積極的に行うべきである。

先行自治体では東京都北区、有識者では廣川代表（HIRO研究所）が参考となる（資

料編参照）。

（ウ）判断精度の向上

「匿名加工ルールの整備」というハードルを解決するためには、AI・RPAを活用する「担

当課の主導」を基本とし、「横断的な部署の支援」を行うことで、対応実績を積み重ねて

共通的なルール作りを実施することが大切である。

先行自治体では愛知県豊橋市、有識者では稲継教授（早稲田大学）が参考となる（資

料編参照）。

（エ）匿名加工ルールの整備
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5 ．AI・RPA特有の留意点

（ 1）AI特有の留意点

「AI特有の留意点」として、 2 名の有識者にヒアリングを行った（図表 5 －13ヒアリング

調査（有識者）の「導入課題」（p.128）参照）。

なお、有識者ヒアリングの詳細な調査結果は、「資料編」の「資料 ３　有識者ヒアリング結果」

に記載しているので、参照されたい。

①ネットワークセキュリティ等の制約

図表 ５－23　ネットワークセキュリティ等の制約

現在、各自治体は情報システム全体の強靭性の向上を図るため、総務大臣から以下の対策

を講じることにより、情報セキュリティ対策の抜本的強化に取り組むよう求められている。

また、総務省「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン（平

成30年 ９ 月版）」においても、これらの対策が盛り込まれている（平成27年12月25日総行情

第77号総務大臣通知）。

（a）�基幹系（マイナンバー利用事務系）では、端末からの情報持ち出しを不可能とする設

定等を行い、住民情報流出を徹底して防止すること

（b）�マイナンバーによる情報連携に活用するLGWAN環境のセキュリティ確保を行うた

め、LGWAN接続系とインターネット接続系を分割すること

（c）�都道府県と市区町村が協力して、自治体情報セキュリティクラウドを構築し、高度な

情報セキュリティ対策を講じること
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

以上のように、自治体のネットワークは ３ 層あり、「基幹系（マイナンバー利用事務系）」、

「LGWAN接続系」、「インターネット接続系」がある。

しかし、 AIサービスは民間企業のクラウド20上で提供される場合があり、ネットワークセ

キュリティ等の制約を考慮する必要がある（図表 5 －23参照）。

②個人情報等22の利用

個人情報等の利用に関しては、AI活用の企画時や導入前において、個人情報保護条例等

を確認することが重要である。特に目的外利用に当たる場合には、本人の同意を取ることや、

個人情報保護審議会に諮ることで、AI活用の必要性や利用目的を明らかにし、透明性を高

めることが必要である。

また、導入後においても、AIが出した結果に基づく判断に対して、説明責任を果たす必

要がある。

さらに、AI活用時の個人情報等の取扱いは、国でも整備・検討が始まっているため動向

を追うことが必要になる。

以上の個人情報等の利用に関する留意点を詳細にまとめたものが、図表 ５ －24である。

「LGWAN接続系」と「インターネット接続系」を連携する際には、データやプログラ

ムの無害化処理21を行う必要がある。そのため、民間企業のクラウド上のAIサービス利

用時には、自治体の内部申請や個人情報の管理が必要となる場合がある。また、データ

量による通信速度も影響がでる可能性がある。

対応策としては、同一ネットワーク内で完結するAIサービスを活用することや、個人

情報のないデータを用いてAIサービスを利用することがある。

先行自治体では、茨城県つくば市はRPAを「基幹系（マイナンバー利用事務系）」などで、

大阪府泉大津市は戸籍業務支援を「インターネット接続系」などの同一ネットワーク内

で利用している（資料編参照）。

ネットワークセキュリティ等の制約

20　クラウドに関する詳しい説明は、本編巻末の「用語集」を参照のこと。
21　無害化に関する詳しい説明は、本編巻末の「用語集」を参照のこと。
22　本報告書において、個人情報及びパーソナルデータの総称として表記する。
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図表 ５－24　 個人情報等の利用に関する留意点

個人情報等の利用に関する留意点
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

③AI特有の留意点（まとめ）

AI特有の留意点を、①ネットワークセキュリティ等の制約と②個人情報等の利用に分け、

想定される「対処（例）」を記載したものが、図表 ５ －25である。

①ネットワークセキュリティ等の制約では、AIの活用時に各自治体の情報セキュリティ

の規定に従う必要がある。特に庁外のネットワークを利用する場合などは、情報セキュリティ

の確認が必須である。

②個人情報等の利用では、活用するAIサービスによって、「個人情報等の利用に関するルー

ル整備」、「問題発生時の責任分界点の明確化」、「プロファイリングによる人権侵害の回避」

などに留意する必要がある。

図表 ５－25　AI特有の留意点

AI特有の留意点
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（ 2）RPA特有の留意点

「RPA特有の留意点」は、先行自治体である茨城県つくば市と東京都港区の取組を参考に

している。

そのため、「資料編」の「資料 １　先行自治体における取組」も併せて参照されたい。

①業務に関する事項

RPAを活用する際は、職員が行っている作業をソフトウェアに自動処理させるため、事

前に業務フローを整理したり、見直したりする必要がある。また、その前提として現状の処

理過程を見える化する必要がある。ただし、経験が必要となる判断（例外処理）などのルー

ルを全て、マニュアルに記載することは困難である。そのため、どの作業をRPAに処理させ

るか判断する必要がある。

また、RPAに多くの処理を行わせるためには、手書き書類のデジタル化が重要になる。

さらに、エクセルのマクロ処理でも問題となった、作成者以外の管理・更新が困難になる

点がRPAにおいても問題となる。そのため、自治体内での管理・更新ルールを定めておく

ことが重要である。また、管理・更新が困難なRPAは作成し直すことを考慮することも必

要となる。

②運用に関する事項

RPA活用を進めるためには、導入後においても継続的に取組が必要である。

具体的には、情報システム担当課などが中心となり組織横断的なプロジェクトチームを設

置し、各課に １ 名程度RPAの管理・更新を行うことができるリーダーを育成・配置すること

が重要である。

また、職員が「RPAの作りこみ」をどこまで行うか、RPAの処理範囲を検討する必要がある。

方法は ２ 通りの考え方があり、 １ つ目は、例外を全て網羅した処理を行わせるよう時間をか

けて作りこむことである。メリットは、時間はかかるが、一度RPAに登録させてしまえば

処理が全て任せられる点である。デメリットは、手続きが変わった場合、複雑であるがゆえ

に修正が困難になる点である。 ２ つ目は、例外の処理は引き続き人間が行い、基本的なパター

ンの多くをRPAに任せることである。メリットは、それほど時間をかけずにRPAに多くの

基本的な処理が任せられる点である。デメリットは、例外の処理のみ職員が入力する必要が

ある点である。

さらに、RPAを活用した場合は、RPAが処理した結果が正しいか確認する業務が新たに

発生することも頭に入れておく必要がある。
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③RPA特有の留意点（まとめ）

RPA特有の留意点を、①業務に関する事項と②運用に関する事項に分け、想定される「対

処（例）」を記載したものが、図表 ５ －26である。

①業務に関する事項では、「業務の見直し」、「申請書等の入力情報の電子化」、「各課で利

用しているRPAの管理」がある。

②運用に関する事項では、「RPA活用スキルを有した職員の継続的な配置」、「例外処理の

取扱い」、「シナリオの誤作成の防止」がある。

図表 ５－26　RPA特有の留意点

RPA特有の留意点
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【コラム】AI・RPA のユースケースと活用レベル

AI・RPA は、活用する技術によって、「１.使いこなす」、「２.組み込む」、「３.作り込む」、

「４.つなぐ」の ４ 段階に活用レベルが分かれます。

そして、活用レベルごとにAI・RPA の導入方法は、以下のように異なります。

例えば、第 １ 段階の「１.使いこなす」は、現行の業務プロセスを見直すことなく、

既存のAI サービスをそのまま利用するかたちになります。

一方、第 ３ 段階の「３.作り込む」は、AI・RPA を活用するためにデータ収集・整理、

教師データの作成といったデータマネジメントが必要になります。

このようなAI・RPAの活用レベルに対して、第 2 節で選定したAI・RPA のユースケー

スを当てはめたものが図表 ５ －27 です。

図表 ５－27　AI・RPA の活用レベル

現時点における事例より抽出したユースケースは、「１.使いこなす」、「２.組み込む」、

「３.作り込む」のいずれかに該当しています。

AI・RPA は活用レベルに応じて導入方法が異なるため、自治体の体制を考慮してユー

スケースを検討することも重要です。

出典：�狩野英司（2018）「連載AI 月の歩み RPA による自動化とAI」、�
地方公共団体情報システム機構『月刊J-LIS』2018 年６月号、pp.56〜57 をもとに作成
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

第 ５節　�AI・RPA活用後の自治体への影響と職員の�
将来像

《ポイント》
4　�導入当初から継続的に、AIを育てる意識が重要になる

4　�AI・RPA活用後の自治体への影響として、現在のAI・RPAが職員の仕事を奪う

ことはないが、段階的に職員の仕事がAI・RPAに置き換わる可能性がある

4　�職員の将来像として、AI・RPAの普及により、職員はより住民に接する仕事に

時間を割くことができるようになる

4　�自治体はさらなる「業務生産性の向上」と「住民サービスの向上」の実現を目指

し人材育成・配置を行い、自治体業務や職員の意識を変えることが求められる

本節では、先行自治体や有識者のヒアリング結果等をもとに、自治体が中長期的な視点で

AI・RPAを活用する際の「環境整備」や、「AI・RPA活用後の自治体への影響」、そして「職

員の将来像」を提言する。

１ ．AI・RPA活用後の自治体への影響と職員の将来像

（ 1）環境整備

本報告書では、多摩・島しょ地域自治体の全ての行政課題（政策分野の課題・現場の課題）

において、解決策の １ つとしてAI・RPAが活用できることを確認した。

しかし、AI・RPAは導入しさえすれば、最初から期待した効果を発揮するとは限らない。

特にAIは判断・処理基準（シナリオ）を学習するために、データを提供し続ける必要がある。

そのため、導入当初から継続的に「データマネジメント」と「業務プロセスの見直し」を行

うといったAIを育てる意識が重要になる。

先行自治体の東京都北区でも、AIは継続して人の手を加えることで判断精度が向上し、

人事異動のないベテラン職員を １ 名抱えることができるということを期待して取組を進めて

いた。

このように、AIを活用するためには、常にデータを収集し、加工、更新を行うデータマ

ネジメントが必要である。また、取り扱うデータによっては、著作権などの規則・ルールの

整備も必要となる。
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

（ 2）AI・RPA活用後の自治体への影響

AI・RPAを活用することで、職員が行っていた業務をAI・RPAが判断・処理することに

なる。その結果、職員の業務に影響を及ぼす可能性がある。

例えば、職員の判断を支援する業務（申請内容の審査、判断に必要な情報を提示など）は

AIに、単純・定型業務（入力・転記等の作業の自動化など）はRPAにといったように、段

階的に職員の仕事がAI・RPAに置き換わっていくことが予想される。

ただし、現在のAI・RPAは、人が判断・処理基準（シナリオ）を作成し、データを入力

するなどの維持・管理が必要である。そのため、自治体職員の仕事をAI・RPAがそっくりそ

のまま奪う事態にはならない。

（ 3）職員の将来像

AI・RPAが普及すると内部事務がAI・RPAに置き換わるため、職員はより住民に接する

仕事を増やすことができる。

そのため、AI・RPAが普及するまでに、自治体職員は交渉力、説得力、調整力、問題発

見力などのコミュニケーション能力を高める必要がある。

また、より住民目線での対応を行うために、「サービスデザイン思考」を取り入れること

が重要となる（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を参照）。

（ 4）AI・RPA活用後の自治体への影響と職員の将来像（まとめ）

このように、AI・RPAを活用することで、将来的に自治体職員が行う業務内容・求めら

れる能力は変化する。そのため、自治体はさらなる「業務生産性の向上」と「住民サービス

の向上」の実現を目指し人材育成・配置を行い、自治体業務や職員の意識を変えることが求

められる（図表 ５ －28参照）。

【コラム：サービスデザイン思考とは】（p.154）
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

図表 ５－28　 自治体のAI・RPA活用に関する展望 

自治体のAI・RPA活用に関する展望

【コラム】サービスデザイン思考とは

政府が2017年 5 月に策定した「デジタル・ガバメント推進方針」では、サービスデ

ザイン思考を「サービスを利用する際の利用者の一連の行動に着目し、サービス全体

を設計する考え方」と定義しています。つまり、利用者（住民）と行政機関（自治体）

との接点（窓口）だけをサービスの対象として捉えるのではなく、利用者（住民）のサー

ビスの利用前から利用後までの行動をサービスの対象として捉えます。そのことで、

利用者（住民）目線の最適なサービスを目指して、サービス全体を設計する考え方を

いいます。

海外では、英国（Policy Lab）、デンマーク（Mind Lab）、台湾（PDIS）等において、

公共サービスにおける活用事例が生まれています。

サービスデザイン思考を実現するには様々な手法がありますが、2011年に刊行された

『This is Service Design Thinking』 (2011)では、サービスデザイン思考の五原則を紹

介しています。
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

１ ．ユーザ視点である

　　ユーザ（利用者）を観察し、ユーザの課題を理解する。

２ ．共創的であること

　　ユーザを含む全てのステークホルダーがサービスの共有者である。

３ ．インタラクションの連続性

　　ユーザとサービスの接点の相互作用を一連の体験と捉える。

４ ．物的証拠

　　ユーザ体験に形を与える物的要素を組込む（パソコン、窓口、広告等）。

５ ．全体的な視点

　　�ユーザから見える体験に加え、サービス提供側のプロセスや組織を含む 

全体を視覚化する。

自治体職員が業務やサービスの見直しを検討する場合、行政（自らの組織）の視点

を優先して検討してしまいがちです。例えば、窓口手続きの見直しを検討する際、内

部マニュアルの作成や申請のオンライン化を進めることが多いと思いますが、住民は

そもそもゆっくりと相談しやすい窓口を必要としていることがあります。また、まず

は手続きの存在や内容を住民に知らせることが重要だったりすることもあります。

このように、利用者（住民）にとって一番必要なことは、利用者（住民）の視点に

立つことで初めて理解できます。そうすることで、自治体職員にとってもサービスを

必要とする住民に、限られた予算で最大の効果を発揮することができます。

以上のように、行政の視点・利用者の視点の両方から、課題と解決策を明らかにす

る考え方をサービスデザイン思考といいます（図表 ５ －29参照）。

図表 ５－29　行政の視点・利用者の視点

出典：�狩野英司（2018）「行政におけるAI導入に向けた取組みの現状と今後の展望」、�
原総合知的通信システム基金セミナー「行政におけるAI・RPAの活用動向と展望」�
講演資料をもとに作成
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第５章　多摩・島しょ地域自治体はAI・RPAをどう活用すべきか

おわりに

本調査研究では、まだ基礎自治体で始まったばかりのAI・RPAの活用について、自治体、

国、民間企業、海外自治体の取組事例を調査・分析することで、活用の意義や方向性、課題・

進め方を検討した。

その結果、自治体においてAI・RPAは全ての分野で活用可能であり、自治体が抱える行

政課題への解決策の １ つの手段となることを明らかにした。とりわけ、AI・RPAは「自動化」

や「高度化」といった機能を活かして、「業務生産性の向上」や「行政サービスの向上」に貢

献できる役割を果たすことが分かった。

しかし、多摩・島しょ地域自治体へのアンケート調査の結果からは、AI・RPAの活用へ

の関心は高いが、具体的な検討や取組はあまり進んでいない状況が浮かび上がった。

そのため、まずはAI・RPAがどういう技術で、自治体で何ができるのかを「資料編」の「資

料 １ 　先行自治体における取組」から把握することが重要となる。

さらに、本格的にAI・RPAの導入を検討する際には、先行自治体の取組事例と有識者ヒ

アリングをもとに作成した第 ５ 章第 4 節「４.AI・RPA活用の進め方」を参考にしてほしい。

そこには、導入時に問題となるであろうハードルへの対応策を記載している。このハードル

を １ つずつ地道に乗り越えていくことで、AI・RPAの円滑な活用につなげることができる。

また、AI・RPAを活用する際に注意してもらいたいのが、数ある行政課題に優先順位を

つけ、できる範囲からスモールスタートで活用を始めることである。そうすることで、「費

用対効果」が算定でき、周囲の理解も得ることができる。

今後、自治体におけるAI・RPAの活用はさらに進展していくものと考えられる。より

便利で、効果的なAI・RPAの技術・サービスも次々に登場してくるであろう。そのため、

AI・RPAの動向には、常に注目していくべきである。

しかし、AI・RPAは導入しさえすれば、自動的に何でもやってくれるというものではない。

人が維持・管理し、AI・RPAを育てていかなければ十分な効果が発揮しないことを頭に入

れておく必要がある。

ただ、自治体行政を取り巻く環境が厳しさを増す中、行政課題への解決策の １ つとして、

AI・RPAを活用することで、より最適な行政サービスを提供できる可能性がある。そのた

めには、自治体職員一人ひとりがAI・RPAに関して、基礎知識を持つことがますます重要

になる。

まずは、本報告書からAI・RPAがどのようなことができるのかを認識してもらい、ぜひ

効率的な行政運営を目指すために、AI・RPAの活用を検討してもらいたい。
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用語集

用語集

用語 解説 ページ数

A
エー
I
アイ
・人工知能 Artificial Intelligenceの略。人間が行っている学習、推論、判断等の知的な情

報処理の一部を人工的に実現する仕組みです。
単にプログラムに則って処理するのではなく、機械学習（後述）によって構築
した仕組み（学習済みモデルといいます）や人間がきめ細かく設定したシナリ
オ（入力と出力の組み合わせ）に基づき、あたかも知性を有するかのように高度・
複雑な処理を行います。AIの技術領域は非常に幅広く、どこまでをAIとみなす
かは研究者が10人いれば10通りあるような状況です。最近では、AI＝機械学
習と捉えられがちですが、官民データ活用推進基本法（2016年12月公布・施行）
では、機械学習以外の技術も含め、下記のように幅広くAIを捉え定義していま
す。本報告書でも同法に準拠してAIを幅広く捉えることとしています。

※官民データ活用推進基本法第２条第２項
　「人工知能関連技術」とは、人工的な方法による
　(a)学習、推論、判断等の知的な機能の実現　及び
　(b)�人工的な方法により実現した当該機能の活用に

関する技術

第１章ほか

R
アール

P
ピー

A
エー

Robotics Process Automation（ロボティック・プロセス・オートメーション）
の略。ソフトウェアロボットによる業務プロセスの自動化をいいます。人間が
パソコン上で行う作業をそのままコピーして反復実行することで、定型・大量
の作業を正確にこなすことができます。働き方改革の一環としても注目されて
おり、多くの自治体で導入に向けた検討や実証実験が進められています。

第１章ほか

機械学習・深層学習
（ディープラーニン
グ）

AI技術の一種であり、データに内在する傾向や特徴から、予測や分類を行うた
めの判断基準を導出し、活用する仕組みです。通常のソフトウェアでは、分岐
処理などの基準を人間が設定するのに対し、機械学習では、例えば、正解デー
タと不正解データを大量に読み込ませることで正解／不正解の判断基準を生成
します。いったん判断の仕組みができれば、大量の件数であっても、高速に処
理することが可能となります。ただし、確率で判断するため100％結果をコン
トロールできない、判断はブラックボックスであり説明が困難といった制約が
あります。
機械学習には様々な手法が開発されていますが、近年特に注目されているのが
深層学習（ディープラーニング）です。通常の機械学習では、判断の基準とな
る特徴点（又は特徴量）を人手で設定しますが、深層学習では、自動的に特徴
点を導出します。その結果、高い性能を持つAIを短期間で構築することも可能
となっています。
深層学習は、その高い汎用性から、自治体行政も含め様々な分野で活用が広がっ
ています（例：千葉市、豊橋市、徳島県）。

13、20、
21、29、
30、31、
32、50、
51、66

ルールベース型 AI技術の一種であり、人間が設定したルールに従って分岐判断を行う仕組みで
す。機械学習と異なり、動作のシナリオ（例えば質問に対する回答の組み合わせ）
を人が設定するので、判断の根拠は説明可能であり、回答を100％コントロー
ルすることができます。他方で、シナリオ作成は人手によるので、ルール設定
できる範囲には限りがあり、あまり複雑な仕組みを作ることはできません。

29、30、
31
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用語 解説 ページ数

チャットボット 自動対話システム。利用者の問いかけに対し、自然な対話を通じて回答したり
雑談したりします。民間企業のみならず、最近では行政機関でも導入が広がり
つつあります。横浜市の「イーオのごみ分別案内」などが有名です。
http://www.city.yokohama.lg.jp/shigen/sub-shimin/study-event/
chatbot.html

第３章ほか

O
オ ー

C
シー

R
アール

Optical Character Recognition/Readerの略。印刷された文字をスキャナで画
像データ化したものから、文字の形状を読み取りテキストデータに変換する仕組
みです。

33、43、
47

A
エー

I
アイ
- O

オ ー
C
シー

R
アール

AIの機能を搭載したOCR機器。通常のOCRと異なり、機械学習を通じて読み取
りの精度を継続的に高めることができます。技術進歩に伴い、従来のOCRでは
不可能であった、非定型の手書き文字なども高い精度で読み取りが可能となっ
てきています。

33、43、
47

情報システム 情報を処理、保存、管理、伝達するための仕組み。コンピュータやネットワー
クによって構成され、広義にはルールなどの運用体制も含みます。
このうち自治体のネットワークは、個人番号や税、国民健康保険等を取り扱う
基幹系（マイナンバー利用事務系）、その他の内部情報を取り扱うL

エ ル ジ ー ワ ン
GWAN接

続系、及びウェブサイトでの情報受発信や電子メール等を取り扱うインター
ネット接続系に分けられます。

34、36、
95、101
102、103
104、106
127、145

インタビューボット チャットボットの一種で、自動でインタビューを行います。インタビュー相手
の回答に応じて質問項目を変えながら、質問を掘り下げていくことで、通常の
アンケートなどより深く被調査者を理解することが可能とされています。行政
では、（株）三菱総合研究所が新潟市で実証実験を行った事例があります。

42

ビッグデータ 普通のパソコンでは扱えないほど大量、多様で、高速処理が求められるデータ。
画像や動画、ソーシャルメディア、センサーの発達・普及とともに爆発的にデー
タ量が増加しつつあります。センサー等からの情報収集やデータ分析による気
象や犯罪等の予測、AI構築にあたっての機械学習などに利用されることが多い
です。

46、52、
84、85、
90、91、
92、93、
105、106

クラウド（自治体ク
ラウド）

クラウドコンピューティングの略。大量の処理を行うサーバを自組織内で持た
ず、外部の事業者が保有するサーバの処理能力を、ネットワークを通じてサー
ビスとして利用する取組。自前でサーバを運用保守する作業負荷から解放され
るほか、サーバ資源を他の利用者と共有することによりスケールメリットが働
き、大幅なコストダウンが期待できます。自治体の業務・サービスにクラウド
を利用する取組を自治体クラウドといいます。

128、145
146

無害化 外部からメールやファイルを取り込む際に、ウィルスに感染しないように処理
すること。メールやファイルをテキストのみにする方法や、画像に変換する方
法、ウィルスを埋め込める部分だけを削除する方法等があります。

146
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